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第1 人工知能（AI）を活用した児童虐待対応支援システム整備の基本方針 

 

1 背景 

近年、児童虐待は増加の一途をたどり、大きな社会問題となっています。政府は児童虐待防止法等

の関連法案の改正を重ねていますが、全国的に重篤な児童虐待が発生し、全国の児童虐待相談対

応件数は平成 20年度の 42,664件から平成29年度の 133,778件と約３倍に増加しています。本県に

おいても、平成 20 年度の 395 件から平成 29 年度の 1,670 件と約４倍に増加し、平成 30 年度には

2,074 件に増加しています。 

そのため、児童虐待相談業務に対応する人員が不足し、増加する相談への対応が困難になってい

ます。しかし、児童虐待相談業務は、業務の経験が対応の判断を左右するため単純な人員増だけで

は、重篤な児童虐待の未然対応という根本的な解決にはつながりません。 

本県は、平成 13年度に児童相談所児童記録システムを導入しました。また、平成 24年度に児童虐

待の重篤事例をうけ、リスクアセスメントシートを開発し、平成 26 年度から運用してきました。この取組

により児童相談の管理の効率化や、リスクアセスメントの改善を図ってきましたが、依然として児童虐待

相談業務の特徴に起因する次の３課題が解決できていません。 

 

2 課題 

 

①迅速な意思決定 

児童虐待相談業務の課題に「迅速な意思決定」が挙げられます。虐待通告受理時には多くの情

報が不明であり、保護者が事実とは異なる申告をすることや、子どもが不安から何も話さないこともあ

ります。そのため、虐待の重篤度、将来的な再発率、一時保護の必要性などを考慮して迅速に意思

決定することは経験を積んだ児童福祉司にとっても難しいものとなっています。 

 

②人材育成と知見の継承 

児童虐待相談業務の課題に「人材の育成と知見の継承」が挙げられます。虐待通告に応じて子ど

もや家庭を援助する上では、児童福祉司の経験に基づく知見の蓄積が判断を左右するため、人材

育成と知見の継承が重要となっています。 

 

 

③訪問先での業務効率化 

児童虐待相談業務の課題に「訪問先での業務効率化」が挙げられます。児童相談所は虐待通告

のあった子どもや家庭を訪問して相談に対応するとともに、判断材料等を収集して、帰庁してから情

報共有を行っています。これらの業務を効率化するには、訪問先で相談内容を参照可能とするとと

もに、収集した判断材料等を庁内と速やかに情報共有することが求められます。 

 

3 基本方針 

課題解決のために、三重県では、既存システム（児童相談所児童記録システム）と連携する方式で、

新たに「人工知能（AI）を活用した児童虐待対応支援システム」（以下「新システム」という）を、次の

基本方針に従って整備します。 

 

①最新の人工知能（AI）技術を活用した意思決定の迅速化 

新システムは、人工知能（AI）技術が三重県の過去事例を分析し、事例に適した支援方法を提示

することで、虐待の重篤度、将来的な再発率、一時保護の必要性などを考慮して迅速に意思決定

することを可能とします。 

 

②人材育成と知見の継承の支援 
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新システムにおいて新たに蓄積される児童相談業務の対応記録は、分析により児童福祉司の経

験に基づく知見の抽出ができる形式で格納されるものとします。それにより本県は児童相談業務に

おける組織的な人材育成や知見の継承を図ります。 

 

③訪問先での業務効率化の支援 

新システムは、訪問先での業務を支援できるようタブレット端末を活用して実現するものとします。

それにより本県は、訪問先での業務効率化を図ります。 

 

4 業務の概要 

新システムの範囲とする児童相談所の児童相談業務の概要は次のとおりとします。 

なお、以下では、児童相談所における児童相談業務（養育相談、虐待対応、非行対応、障害対応

など）を実施する担当職員を「業務担当者」と表しています。 

 

(1) 相談の受付（通告受理業務） 

県民・関係機関から、虐待の可能性がある児童や家庭（以下「本事案」という。）について電話等

により通告を受け付けます。 

 

(2) 調査、診断、判定（アセスメント）、見立て 

ア 初期調査業務 

受理された通告(事案)について、通告時から保育園・学校・医療機関などの関係機関への聞

取り調査を行い、本児の置かれた状況がわかる資料を作成します。 

イ アセスメント業務 

受理会議を開催し、総合的なアセスメントにより全体像を把握し、問題となっている状態に至っ

たプロセスを見立てます。また、現地を訪問し、リスク状態を判断します。 

ウ 介入業務 

児童を一時保護するか在宅支援を行うか決定します。(所長決裁) 

 

(3) 援助指針作成、援助活動 

ア 面接等の記録業務 

個々の子どもに対する援助指針を作成します。援助指針に従い、定期的な家庭訪問、来所ま

たは架電等の対応を実施し、記録します。 

イ 他機関との情報共有業務 

市町や医療機関、警察、教育委員会、学校、保育園、幼稚園等と情報共有します。 

ウ  業務管理 

業務量等を管理し、業務担当者への業務割り当てを実施します。 

 

5 情報システム化の範囲 

本県が想定する新システム情報システム化の範囲を図 1に示します。 

既存システムとの連携は、二次元バーコードやUSB メモリを使用したデータ連携を想定しています。 

また、訪問先からの新システムの利用は、閉域のクラウド環境上または LGWAN-ASP とクラウド環境

の併用により実現することを想定しています。 
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3 
閉域ネットワーク回線 タブレット端末と新システム(サーバ)間の通信のための機器お

よび利用期間における通信費用 

 

 

ア オンプレミス環境での実現を提案する場合 

システム開発・ハードウェア調達・導入設置・維持管理・保守・既存システムとの連携テストにつ

いて見積もってください。また、導入から稼働開始までの期間とスケジュールの案を提案してくださ

い。  

なお、見積書の様式は、「見積書（オンプレミス環境）.xls」を使用してください。 

 

イ サービス提供型(SaaS サービス)での実現を提案する場合 

導入およびサービス利用期間に必要となる費用を見積もってください。また、サービス利用開始

までに必要な期間、スケジュールの案、前提とするサービスに対するカスタマイズの有無などにつ

いて提案してください。 

なお、見積書の様式は、「見積書（サービス提供型）.xls」を使用してください。 

 

ウ 共通見積もり事項 

システム利用のために必要な初期データの登録や利用者向けの研修などについて提案し、見積

もってください。また、新システムに対する初期登録には、三重県が保有するデータの登録を含めて

ください。(三重県が保有する初期登録データの詳細は、移行要件に記述します。) 

 

(3) 注意事項 

本資料による見積もり及び企画提案の依頼については、今後の契約に関する意味を持つもので

はなく、将来の発注や契約を約束するものではありません。 

提供いただいた情報・資料については、三重県の関係者に配布等しますが、承諾なく他団体へ

の配布等はしません。 

 

(4) 納入及び利用開始日 

ア 利用開始日等 

（ア） システム利用開始日     令和２年４月１日（水） 

（イ） （ア）に係る文書      令和２年４月 30日（木） 

（ウ） タブレット端末納入期限   令和２年３月 31日（火）まで 

（エ） 閉域ネットワーク回線（※） 令和２年３月 31日（火）まで 

※閉域ネットワーク回線の利用設定は三重県が別途指定する日とします。 

 

イ 納入成果物 

提案する新システムの実現方法における納入成果物を提案してください。（新システムの実現方

法にょって納入成果物の内容が変化すると想定されるため。） 

 

ウ 納入成果物に含まれる文書の形式 

受託者が提出した作業計画書、報告書、各種管理表、議事録及びその他会議資料等につ

いては、必要な加筆修正を行い三重県担当者の承認を受けたものをすべて編てつし、一括

して納入してください。 

紙媒体（パイプファイル等を使用して、各丁を取り外せる形で編てつすること）及び電子ファイル

（PDF ファイル）で保存した CD-R 等で納品してください。用紙は、A4 判縦置き、横書き、左とじを

原則とし、図表については、必要に応じ、A3 判を使用することができるものとします。 

使用言語は、日本語で記述し、英文等を引用する場合は、日本語訳を併記してください。 

容易に加除できる仕組とし、変更履歴を付けて変更管理が行えるようにしてください。 
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想定される脅威を整理し、契約後に示す「三重県電子情報安全対策基準（情報セキュリティポリシ

ー）」に従って適切にセキュリティ対策すること。 

 

8 情報システム稼働環境要件 

(1) 全体構成 

提案する新システムの実現方法における全体構成を提案すること。(新システムの実現方法によ

って全体構成の内容が変化すると想定されるため。)  

 

(2) 利用者が使用するタブレット端末の仕様 

利用者が使用するタブレット端末の仕様は、別紙「タブレット端末 仕様書」を参照すること。 

 

(3) 端末と新システムの間の回線仕様 

端末と新システムの間の回線の仕様は、別紙「閉域ネットワーク回線（SIM カード等） 仕様書」を

参照すること。 

 

9 移行要件 

新システムの初期データとして、三重県が保有する過去事例（2014 年 4 月 1 日以降のデータ CSV

ファイル 440 項目（※））を登録すること。 

※名前、住所などの基本情報と、各項目の変数など。一部増減する可能性あり。 

 

10 研修要件 

システム利用者及びシステム担当者が、本システムの操作を習得し、システムの稼働、管理・維持が

できるために必要な教育を三重県が指定する施設内で実施すること。 

研修は、業務操作マニュアルを主体に使用した実機操作研修とし、研修の時間及び回数は、半日

を 1回とし、1 回当たり最大 25 名の出席を予定し、６回実施すること。 


